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自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

１． ２． ３． ４．その他事業者 

06 予備施設・バックアップ施設を確保している例                                         事例番号 030 
お互いさま BC 連携ネットワークの構築 

 

■取組主体 株式会社ＢＳＮアイネット ■取組の実施地域 新潟県(新潟市) 

■業種 情報通信業 ■取組関連 URL http://www.bsnnet.co.jp/ 

 

  取組の概要                                                 
遠隔地の企業と「お互い様」の精神で相互応援協定を結ぶ 

 新潟県を拠点とする総合 IT 企業である株式会社ＢＳＮアイネットは、

東日本大震災をきっかけとして新潟県が企画した「お互いさま BC 連携

ネットワーク構築事業」の主旨に賛同し、同時被災の可能性が少ない

東京都世田谷区の企業と、災害発生時における代替サービスの提供や

技術者の派遣等に関する相互連携協定を締結した。 

 災害発生時には「お互いさま」の精神で両社が協力し合い、被災企業

の事業継続及び円滑な復旧を支援することしている。 

 

  取組の特徴                                                 

新潟県の事業を活用し、広域連携 

 新潟県では、大規模災害時においても事業継続ができるよう、遠隔地の企業と相互連携を行う「お

互いさま BC 連携ネットワーク構築事業」を推進している。この事業は、遠隔地の提携企業が万が

一被災した場合には早期復旧し事業を継続できるよう取組むとともに、逆に自社が被災した際には

事業継続や復旧にむけた支援を受けることを想定した「お互いさま」の精神に基づいた、企業連携

型の BCP（Business Continuity Plan：事業継続計画）の推進策である。 

 この事業の一環として、株式会社ＢＳＮアイネットは平成 25 年 1 月に新潟県産業労働観光部産業

政策課より東京都世田谷区のイッツ・コミュニケーションズ株式会社との連携打診を受け、同年 9

月に『災害時におけるお互い様相互応援協定』を締結した。 

 もともと同社では、東日本大震災クラスの震災が日本海側でも起こった場合に備え、平成 24 年に

北陸コンピュータ・サービス（富山県富山市）とクラウド基盤連携による災害対策を行うとともに、

平成 25 年には、NS･コンピュータサービス（新潟県長岡市）と災害時における相互協力に関する基

本協定書を締結するなど、事業継続に向けた独自に連携の動きを進めてきた。このため同社は県主

導の本事業の趣旨にも賛同し、本取組においても協定締結に至っている。同社ではこれらの相互連

携を行うことで、大規模自然災害時にも顧客に対する供給責任を果たし、信頼をつなぎとめる体制

を構築することを目指している。 

 

【BSN アイネット本社】 

【ＢＮＳアイネット本社】 
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「お互い様相互応援協定」の内容 

 株式会社ＢＳＮアイネットと提携先であるイッツ・コミュニケーションズ株式会社は、情報関連企

業同士であることから、事業の柱であるデータのバックアップ体制等を協力して構築するほか、災

害発生時における各種応援や復旧活動に必要な情報を互いに提供する体制を整備した。また次のよ

うな取組を「お互いに」実行することとした。 

・災害発生時における各種応援や復旧活動に必要とする情報を互いに提供する 

・災害時に限定せず従業者の教育・訓練を両社で連携して行い、両社の成長を実現させるととも

に地域に根ざした企業としてそれぞれの地域で担う社会的使命を果たす 

 

 
【新潟市と世田谷区を結んだ被災地支援訓練の様子】 

 

  防災・減災以外の効果                                   

技術協定や人材交流につながる 

 従業者の教育・訓練を両社連携して実施するほか、互いの事業内容を理解し合うための技術交流会

及び人材交流を実施している。現在は 1名ずつ技術員を交換している。今までいた技術員がいなく

なることで他の社員がその業務を吸収するとともに、迎え入れた相手企業の技術員からの知識習得

にもなっている。また、技術面だけでなくお互いの企業が提供しているサービスについても理解を

深めることができていると同時に、2企業間で新しいビジネスを模索する段階まで来ている。 

 同社はデータセンターにて官公庁、医療福祉機関等向けのサービス提供やデータの取り扱いを行っ
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ており、本取組により、その事業継続性が向上されることは国土強靱化の推進に対して一定の効果

があると思われる。 

 

  周囲の声                                                   

 太平洋側と日本海側は地震等の同時被災リスクが低いため、東京の企業などからも提携先を探して

いるという声は新潟県に届くことがあった。今回の取組もそのような事例であり、同社は以前から

県主催の BCP セミナーに参加するなど高い意識を持って防災の取組をされていたので紹介に至っ

た。今後もこのような協定を増やしていくために協力できることを模索していく。（地方公共団体）

 

 

 

 




